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１．はじめに
研究開発集約的な大企業は数多くの特許を保有している。くの特許を保有している。しかし、保有特許の半数以上
は自社内の生産・販売活動に利用されておらず、また他社へ実施許諾されていない'。さ
らに、NagaokaandNishimura(2005)によれば、産業、企業別に特許の利用率（＝利用特
許件数／特許保有件数）は異なる。特に、大企業では極僅かな数の特許のみが利用されて
いる[NagaokaandNishimura(2005)]。これらの実態は、研究開発の効率性を特許件数ベ
ースで測定しようと試みる研究に多くの示唆を与えるだけではなく、保有特許のボートフ
オリオを評価し、研究開発戦略や特許戦略を新たに立案する企業に重要な手掛かりを与え
るだろう。こうした重要性があるにもかかわらず、これまで特許の利用や末利用に関して
理論的ならびに実証的に十分に検討されていないのが実情である2．
特許の利用と未利用に関する実証研究として、NagaokaandNishimura(2005)、
Palomeras(2003)、西村(20Ｍがあげられる。NagaokaandNi8himura(2005)は経済産業
2005年９月１６日提出、2005年１２月１９日再提出、2006年１月３０日再々提出、2006年２月４日審査受理。
１社団法人発明協会(2004)によれば、日本には、１９９９年末現在約１００万件の特許が存在し、その約１/３
しか実施されず、不実施の特許が約辺３もあるとしている。
２未利用特許の理論的な分析は存在するとはいえ、十分に検討がなされていない。また、統計が整備さ
れてこなかったため、未利用特許に関する実証研究はわずかにしか存在しない。
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省特許庁『知的財産活動調査』の個票データを利用し、日本特許庁に登録された国内特許
について、自社未利用率と表裏一体の関係にある自社実施率(＝自社実施件数／特許所有件
数)の決定要因を企業レベルで分析している。NagaokaandNishimura(2005)は、企業の
自社実施率は(1)生産･販売能力など補完的資産の規模､(2)他社へのライセンスの有無､(3)
企業が直面する不確実性、と負の関係に、(4)企業が開発した発明の平均的な質と正の関係
にあることを明らかにした。Palomeras(2003)は、米国特許庁に登録された特許（化学、
医薬の技術分野の登録特許に限定)について､末利用特許が発生する要因を分析している3．
登録特許が未利用特許となるか否かは、(1)登録特許技術と特許権者企業の戦略との適合度
と負の関係に、(2)登録特許の権利範囲、(3)登録特許技術の斬新さと正の関係にある。西村
(2004)は、国内未利用登録特許の発生要因について産業別に分析している。自動車産業を
除く４産業（化学、機械、精密機械、電機）では、国内登録特許が未利用特許となるか否
かは、特許権者企業のリスク回避度と負の関係にある。これまで概観してきたように、こ
れら３つの研究は企業特性といったファクターを考慮しているが、発明が本来備えている
特許特性を十分に考慮していない。特に企業の現有資産と発明との技術的な補完関係や発
明の質に着目し、未利用特許との因果関係を解明した研究はほとんど見られない4。
そこで、本稿は、発明の質に関する分析を中心に、日本企業が保有する米国権利の未利
用開放特許の発生要因を特許レベルで計量分析する5.本稿の大きな特徴は、企業の現有
資産と発明(もしくは権利化した特許)に必要な補完的資産との技術的な補完関係に着目し
たことに加え、特許の引用関係から発明の質にも着目し、未利用特許との因果関係を分析
している点である６．
本稿の構成は以下の通りである。第２節において、検証すべき仮説を導出する。第３節
のリサーチデザインにおいて、使用するデータ、推計モデルならびに変数を説明する。第
４節において推計結果を示し、第５節において、本稿の結論を述べる。
2.検証すべき仮説
本節では、西村(2005)で導出された仮説を提示すると共に、説明を加える7．
仮説１(企業規模に関する仮説）
規模が大きい企業では、企業の現有資産を補完的資産としてﾎﾞﾘﾉWできる特許件数jが多
い。このため､多くの特許力sﾈｳﾞ用されると同時に､それ仁伴１Ｍ需ｸﾘ融r得が多く行われる。
３Palomeras(2003)は実際には未利用特許に焦点をおいた研究ではなく、開放特許に焦点をおいた研究
である。つまり、同研究において「未利用特許＝開放特許」という大きな仮定をおいて、分析を行ってい
る。
４その主な理由の1つは、日本国特許庁に出願された特許に関して、発明の質の測度を構成する、特許
の引用情報を利用できないといったデータの制約である。
５本稿では、西村(2005)のように、自社でも他社でも実施されていない特許から戦略的に活用されてい
る防衛特許等と、将来実施予定の特許を除いたものを未利用特許と定義する。また、未利用特許の中でも
特許の流通市場に登録し、他社に開放する意思がある特許を未利用開放特許と定義する。
６補完的資産とは事業として成功に導くために必要な企業内の能力や資産であるとTbece(1986)は指摘
する。例えば、マーケティングなどのサービスや、優位性のある製造能力、販売後の顧客サポート、流通
網、補完的技術などが補完的資産であるnbece(1986)]。
７詳細については西村(2005)を参照されたい。
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したがって、特許がﾌﾞﾘ匂q"５９特許となる腱『率はこれら２つの効果のバランスによって決定
される。
規模が大きい企業は当然、発明を事業化するのに必要な資産である補完的資産を大規模
に保有している。そして、大規模な補完的資産は２つの促進効果を生み出す。１つは、発
明を事業化するのに必要な補完的資産が大規模に存在するため、利用される特許件数が当
然増加するといった、特許利用が促進される効果である。いま１つは、特許取得が促進さ
れる効果である。すなわち、大規模な補完的資産が利用可能なため、期待値的に利用可能
な特許件数が増加する。これにともない、特許取得件数も増加する。そして、前者の効果
が後者の効果よりも大きい場合、未利用特許は発生しない。しかし、逆の場合、未利用特
許が発生すると考えられる。
仮説２（当該特許の事業化に必要な補完的資産と企業の現有資産との技術的適合性に関
する仮説）
当該特許の事業化に必要な補完的資産と企業の現有資産が技jiihﾀﾞｳに不適｢合であるた
めに、ｉ旨ﾚｵﾛ的な投貰r費用力塙い特許は、夫jqﾉﾉW特許となりやすい。
西村(2005)によれば､企業の現有資産ならびに補完的資産は２つの性格を持つ｡第１に、
これらの資産は特定の技術分野によって特徴づけられる。補完的資産は発明を事業化する
ために必要な資産であるため､その補完的資産は発明が属する技術分野と密接に関連する。
一方、企業の現有資産は、過去から現在に至るまでに自社実施の際に構築された事業資産
の結合体である。すなわち、企業の現有資産は過去に事業化された各発明に対応する補完
的資産の集合体である。事業化された各発明が特定の技術分野に属する限り、企業の現有
資産も過去に事業化された発明群の技術分野と密接に関連する。
図１補完的資産間の技術的適合性
／‐、
、i嗅塑ノ
（》
技術的に適合している
部分
(出所）筆者作成。
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企業の現有資産ならびに補完的資産の第２の性格として、範囲の経済性があげられる。
そして、その範囲の経済性は資産間の技術的適合性で規定される。すなわち、特定の発明
を事業化する目的の下で構築された企業の現有資産や補完的資産は、技術的に適合すれば
他の発明を事業化する際にも利用可能である。図１において、企業は発明Ａの補完的資産
を既に所有しており、さらに後続の発明Ｂの補完的資産が先に開発された発明Ａの補完的
資産と技術的に適合する場合を考えてみよう。このような場合、企業は発明Ｂを事業化す
る際に廉価な費用で発明Ａの補完的資産を利用できる。一方、図１において、技術的に適
合する領域が小さく、発明Ｂを事業化するために発明Ａの補完的資産を企業が利用するこ
とが困難な場合、発明Ｂの補完的資産を新たに構築しなければならない。そのためには多
大な費用と時間が企業にとって必要である。したがって、図１において、資産間において
技術的に適合する領域が小さくなるほど、追加的な投資費用は高くなる。つまり、企業の
現有資産が当該特許の事業化に必要な補完的資産と技術的に不適合である特許の場合、新
たに補完的資産を構築するために必要な追加的投資費用は、当該特許を事業化することで
得られる利益を上回りやすい。そのため、そのような特許は未利用特許となりやすいと考
えられる。
仮説３(発明の質に関する仮説）
技ﾂﾎﾟｶﾞｳｳ重要性ﾉｳM9K、技'iii的汎用性力塘しい発明Ⅱｮt、質力砥いと考えられるため、そ
のような発明を権示肌汕た特許は宋利ﾉﾘﾜ特許となりやすい。ただし､未ﾎﾞﾝ用特許のうち、
発明の質がそれほど低ﾉｮk準ではない特許は、夫７１/用開jrr特許となりやすい。すなわち、
の技術Hjl重要性力縛〈、技術ﾉｳｸ汎用性が乏しい、もしくは、〃技imlfl粒重要lidちりMHf＜、
jIﾇﾄﾞ術)ｿﾞ帆用性に冨乃でいる場合、発明の質力俳常に低いとは考えられないため、ぞのよ
うな発明の特i夢FはﾌﾞﾘﾋﾈﾋﾞWW開放r特許となりやすい。
西村(2005)によれば、発明の質は、技術的重要性および技術的汎用性といった２側面で
評価される。西村(2005)によれば、発明の技術的重要性は、特許取得３要件のうち、新規
性(公知、公用、文献公知)や進歩性(創作の困難性)と深く関連する8。すなわち、発明内容
が類似もしくは同一の発明より当該発明が先に開発され、先行発明であるといった新規性
に富んでいるほど、技術的重要性は高いと考えられる。また、公知の先行発明から創作が
困難なほど飛躍的な進歩があるかどうかといった進歩性が十分に認められる発明も、技術
的重要性は高いと考えられる。さらに、発明の質を考える上で、発明の技術的汎用性も必
要不可欠な要素である9．特許の取得要件の１つとして産業上の利用可能性が問題となる
が、多くの産業や技術分野で利用できる応用範囲が広い発明は汎用性を兼ね備えた発明で
あり、発明の質が高いといえる。
つまり、技術的重要性が高く、技術的汎用性に富んだ発明は、質が高いと評価され、発
明の期待価値が高い。そのため、そのような発明の特許は取得されると同時に、利用され
やすい。他方で、技術的重要性が低く、特定の技術分野に特化した発明の特許は質が低い
８発明の技術的重要性を特許の引用関係にもとづいて分析した研究として、TTajtenberg(1990)､HaUet
aL(2000)、JaflbetaL(2000)、LanjouwandSchankerman(1999)があげられる。
９発明の質や価値と技術的汎用性との関係に着目した研究として、LanjouwandSchankerman(1999）
やLerner(1994)があげられる。
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と評価され未利用特許となる。ただし企業は、特許の流通性を考慮して、末利用特許の中
でも、比較的に技術的重要性が高い発明、もしくは汎用性に富んだ発明を権利化した特許
については末利用開放特許にすると考えられる。
仮説４(技術分野内のＲ＆Ｄ競争に関する仮説)10
技術分野ﾉﾌﾞ17のｊＭＤ競争が激しいぼと《同一技iii｢分野の特許は未禾wﾘﾜ特許となりやす
い。
企業が実施するＲ＆Ｄには、その成果に関して経済的不確実性が存在する。そのため、
経済的不確実性はオプション価値を生み出す。すなわち、経済的不確実性が明らかになる
まで特許利用に関する意思決定を出来る限り延期するといった、意思決定延期の便益がオ
プション価値を生み出す。その結果、特許利用は抑制される。また、特許利用の抑制にと
もない、特許取得も抑制される。一方、技術分野内のＲ＆Ｄ競争が激しくなると、他社に
よる先制的特許取得の危険性が高くなる。先制的特許取得とは同一の技術内容の発明が競
合企業によって先に開発され、特許取得される危険性を指す。したがって、発明の質や価
値とは無関係に、当該企業は他社に先駆けて特許取得を試みる。つまり、Ｒ＆Ｄ競争によ
って特許取得が促進される。
つまり、Ｒ＆Ｄ競争が激しくなるほど、特許利用に対して、抑制効果が働く。一方で、
Ｒ＆Ｄ競争が激しくなるほど、特許取得に対して、先制的特許取得の危険性による促進効
果と経済的不確実性による抑制効果の両方が働くと考えられる。しかし、Ｒ＆Ｄ競争が激
化するほど、後者の効果は前者の効果よりも大きくなりやすい。その結果、未利用特許が
発生しやすいと考えられる。
3．リサーチデザイン
3.1データとサンプル
本稿では、前節で導出された仮説を検証するため、米国特許庁に登録された米国登録特
許に関するデータを利用する。これはＨａｌｌｅｔａＬ(2001)が作成した『NBERPatent
CitationsData』のデータベースから抽出する。また、日本企業が保有する特許が未利用
開放特許かどうかを独立行政法人エ業所有権情報･研修館『特許流通データベース』(以下、
『特許流通データベース』と呼ぶ)で識別する。『特許流通データベース』は企業内部に眠
っている未利用特許を企業に登録・公開させ、未利用特許の流通促進を図る目的で構築さ
れたデータベースである。企業は末利用特許の登録の際に１件につきデータ作成料３０００
円を財団法人日本特許情報機構（Japio）から受け取る。したがって、当該末利用特許に
ついて企業に少しでも開放意志があれば開放を意思決定する、といったインセンティプ設
計を十分に考慮してデータベースが構築されている’1。また、データベース登録時点にお
いて当該未利用特許につき、特許権譲渡の可否や特許権実施許諾の可否といった提供条件
を設定できる。すなわち、このデータベースに登録されている国内特許は、ライセンス提
1ｏ仮説４はLambrecht(2000)にもとづいている。
'1逆に重要な特許もしくは他社に製品化・利用されたくない特許(たとえば防衛特許等)を企業が『特許
流通データベース』に登録し、他社に開放するとは考えにくい。
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供条件を詳細に設定せずに事後的な交渉の余地を残し、他社に利用してもらおうという明
確な開放意志が読みとれる開放特許である。本稿では、『特許流通データベース』に登録さ
れている国内末利用開放特許と同一のパテントファミリーに属する米国登録特許を米国未
利用開放特許として、分析に用いる’２．
以上のデータを利用し、次に説明する３つの条件でサンプルを限定する。第１に、米国
権利の登録年が1982年から1997年までの登録特許にサンプルを限定する｡サンプルの開
始年を1982年とする理由は、『特許流通データベース』に登録された日本国特許と同一の
パテントファミリーに属する米国登録特許の開始年が１９８２年だからである。また、サン
プルの終了年を1997年とする理由は、特許の引用情報を利用するためである。2002年時
点までの特許の引用情報を利用するため、前方引用件数の性格上、出願年や登録年が直近
になるほど、前方引用件数がゼロとなる。したがって、５年間の猶予期間を考え、１９９７年
までの登録特許データを利用する。第２に、未利用開放特許を１０件以上保有する企業に
サンプルに限定する。米国未利用開放特許を保有する日本企業のうち、未利用開放特許を
１件のみ保有する企業が大半以上を占める。このような企業を含めてサンプルを構成する
と推計ができないため、未利用開放特許を１０件以上保有する企業に限定する。第３に、
財務データと接続するため、上場企業にサンプルを限定する。このような条件を課すと、
分析対象となるサンプル特許件数は56,294件(うち、米国未利用開放特許は2,671件)、サ
ンプル企業数は１３企業となる。
3.2推計モデル
本稿では、企業が取得した特許が未利用開放特許となる確率を推計する。本稿における
被説明変数は、当該特許が利用特許なのかそれとも未利用開放特許なのかといったバイナ
リーな特許レベルの変数である。当該特許が利用特許なのかそれとも未利用開放特許なの
かといった判断は、西村(2005)で説明されているように、『特許流通データベース』におい
て、同一のパテントファミリーに属する日本国登録特許が「実施実績無し」かつ「他社実
施許諾実績無し」と記載されているかによる｡Palomeras(2003)で指摘されているように、
このような設定の場合､特許ノに対して､以下のような特定化された離散モデルを利用し、
推計する。
功＝αb＋α関塑+αpH`+QRI駒＋恥
ただし、
ルー{;霊弐
であり、Zは、当該特許を未利用開放特許とする観察不可能な性向であり、ｘｊ`は時点［
における企業ﾉの特性のベクトル、Ｘ』は時点［における技術分野此の特性のベクトル、ｚ１．‘
は時点ｔにおける特許ノの特性のベクトル、6,,は観察できない誤差項である
[Palomeras(2003)]。つまり、特許が未利用開放特許となるのが観察されるのは、未利用開
放特許となる性向が閾値であるゼロを上回った場合のみである[Palomeras(2003)]･本稿で
は、上式をロジット回帰で推計する。
１２『特許流通データベース』の詳細は西村(2005)を参照。『特許流通データベース』に登録された日本
国特許と同一のパテントファミリーに属する米国登録特許を特定化するために､esp@cenetのパテントフ
ァミリーを利用した。esp@cenetが定義するパテントファミリーの詳細は西村(2005)を参照。
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3.3変数
(1)被説明変数('mriyo"!）
仮説を特許レベルで検証するため、推計式の被説明変数は、当該米国登録特許が未利用
開放特許の場合１であり、利用特許の場合Ｏである。
(2)説明変数
本稿では、変数はそれぞれ産業別、特許権者企業別、技術分野別、特許別、年別のもの
があるので、順次、ノテーションをi、ノ、Ａ、ムノとした。
■企業の規模
(a)企業の従業員数(e"qpjJ
企業規模を示す測度として、企業の従業員数を利用した。従業員数が多い企業ほど、企
業規模が大きいと考えられる。仮説１より、予想される符号条件は、企業規模が特許取得
に及ぼす効果が特許利用に及ぼす効果を上回る場合、正であり、逆の場合、負である。
■企業の現有資産との技術的適合性
(a）当該特許と企業が過去に事業化した特許ボートフオリオとの技術的距離(djslM）
当該特許に必要な補完的資産と企業の現有資産との技術的適合性を示す測度として、当
該特許と企業が過去に事業化した特許ボートフォリオとの技術的距離を請求項数ベースで
算出した指標を利用した。前節で考察したように、企業の現有資産は、過去に事業化した
特許ボートフォリオの補完的資産で重複的に構成されていると考えられる。そのため、企
業の現有資産と当該特許の補完的資産との技術的適合性は、企業が過去に事業化した特許
ボートフオリオと当該特許との技術的距離に対応すると考えられる(図２)｡この技術的距離
を請求項数ベースでJaBfb(1986)にもとづいて算出した１３．仮説２より、予想される符号
条件は正である。
図２技術的適合性と技術的距離との関係
A特許
「耐ii扉；罰可
A特許技術に必要
な補完的資産
1峯笄②技術的距離 企業
「雨F砺罰可
企業が事業化した
特許
(出所）筆者作成。
'３具体的な算出方法は以下の通りである。まず、技術分野別の請求項数を要素とするベクトルを(1)当該
特許と、(2)企業が過去に事業化した特許ボートフオリオにつき求め、それら２つのベクトルの内積を求
める。次に、１からさきほど算出した内積を引く。これを技術的距離とする算出方法である。詳細な算出
方法は西村(2005)付録を参照。
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(b）当該特許の発明者数（j"ye"mrL`）
当該特許技術の補完的資産と企業の現有資産との技術的適合性の指標として、当該特許
の発明者数を利用した。企業の現有資産と技術的に適合しやすいＲ＆Ｄプロジェクトに対
し､より多くの研究員を企業は配分すると考えられる１４゜ただし､Reitzig(2002)によれば、
発明者数は発明を開発する際の技術的な困難性を示す可能性もある。仮説２より、期待さ
れる符号条件は負である。
(c）当該特許と同一技術分野に属し、過去に事業化した特許ボートフォリオの請求項数
(ccmjmslj） 
過去に事業化された特許ボートフォリオの請求項数(ccAzjmjを、当該特許の補完的資産
と企業の現有資産との技術的適合性のいま１つの測度とした。技術的に適合し、特定の技
術分野の特許を企業が過去に多く事業化していれば、この指標は大きくなる。すなわち、
過去に事業化した特許ボートフオリオの請求項数が多い技術分野の特許ほど、その補完的
資産は企業の現有資産と技術的に適合する｡仮説２より､期待される符号条件は負である。
■発明の質
(1)発明の技術的重要性
(a）前方引用件数(c"４１）
前節で言及したように、発明の質の－要素として技術的重要性があげられる。Jaf6bet
aL(2000)は、当該特許の発明者に対して、その発明の技術的重要性および経済的重要性を
質問票で調査し、これら２つの重要性に対して前方引用件数が正の影響を及ぼすことを統
計的に示した。したがって、本稿では発明の技術的重要性として、２００２年現在までの前方
目１用件数を利用する。しかし、Ｈａｌｌｅｔａｌ.(2001)が指摘するように、前方引用件数の性格
上、出願年が直近の特許ほど前方引用件数が減少し、また技術分野によって引用性向が異
なる。したがって、ＨａｌｌｅｔａＬ(2001)の固定効果アプローチに基づいて、出願年・技術分
野別の前方引用件数の中央値で除算することで、前方引用件数の基準化を行った。仮説３
より、発明の技術的汎用性を示す変数の符号が正であるとき、期待される符号条件は負で
あり、逆の場合、期待される符号は正である。
(b）産業間前方引用件数(j"…j伽)、自社前方目|用件数(Fc功J、産業内前方弓|用件数(mmzcjn,）
（a)の前方引用件数は前方目|用件数の総数であり、その中には、産業内前方引用件数や産
業間前方引用件数に加え、自社前方引用件数も含まれている。そこで、総前方目|用件数を
産業・企業の観点から分類し、推計を行った。第１に、同じ特許権者からの前方引用件数
を自社前方引用件数と定義した。第２に、米国特許庁の技術分類(カテゴリー)を産業別に
対応させたHalletaL(2001)を利用し、同一産業内からの前方引用件数を算出し、そこか
ら自社前方引用を除いた件数を産業内前方引用件数と定義した。第３に、異なる産業から
の前方引用件数を産業間前方引用件数と定義した。３変数とも前方弓|用件数なので、（a)と
同様に、出願年・技術分野別の前方引用件数の中央値で除算することによって、基準化を
行った。仮説３より、発明の技術的汎用性を示す変数の符号が正であるとき、各変数の期
待される符号条件は負であり、逆の場合、期待される符号は正である。
'４ただし、既存事業と全く関連のない新規事業により多くの経営資源を投入することも考えられる。
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(C)独創性(origjlmlj〃』,）
HanetaL(2001)にもとづき、１－技術分野別の後方引用件数のハーフインダル指数を独
創性の指標として算出した。ＨａＵｅｔａＬ(2001)によれば、当該特許が特定の技術分野の先
行特許を集中的に引用する場合､当該特許の発明はその技術分野の延長線上の発明であり、
独創性が低いのではないかと指摘する。他方で、複数の技術分野の特許を分散して引用す
る場合、当該特許の発明は独創性に富んだ発明である可能性が高いとする[Hallet
aL(2001),Palomeras(2003川つまり、独創性の富んだ発明は技術的に重要な発明である
と考えられる。仮説３より、発明の技術的汎用性を示す変数の符号が正であるとき、期待
される符号条件は負であり、逆の場合、期待される符号は正である。
(2)発明の技術的汎用性
(a）請求項数(CAZ”↓`）
発明の質のうち、技術的汎用性を示す測度として、請求項数(cﾉﾋndms)をとった。Jaffbet
aL(2000)は、発明者が回答した技術的重要性および経済的重要性と、特許の前方引用件数
との間に正の関係があることに加え、請求項数が多い特許ほど、発明者は当該特許の発明
を技術的ならびに経済的に重要かつその発明の質が高いと認識していることを統計的に示
した。仮説３より、発明の技術的重要性を示す変数の符号が正であるとき、期待される符
号条件は負であり、逆の場合、期待される符号は正である。
(b）汎用性（ge"emJjZy4,）
ＨａＵｅｔａｌ.(2001)によれば、当該特許が特定の技術分野の後方特許から集中的に引用さ
れた場合、その特許の発明には汎用性がないと指摘する。一方、複数の技術分野の特許か
ら分散されて引用された場合、当該特許とそれら複数の技術分野との間に関連性があり、
技術的に応用範囲が広く、技術的汎用性に富んだ可能性が高いとする[HalletaL(2001)，
Palomeras(2003)]。つまり、技術的汎用性に富んだ発明は様々な産業で利用可能であると
考えられる。仮説３より、発明の技術的重要性を示す変数の符号が正であるとき、期待さ
れる符号条件は負であり、逆の場合、期待される符号は正である。
(c）後方引用のIPC数（bqdbD中c４１)、前方引用のIPC数（/iorwa,mMpQl,）
Lerner(1994)は､特許に付与された４桁のIPCサプクラスの数を発明の範囲､すなわち、
発明の技術的汎用性の代理変数として捉え、ＩＰＣサプクラス数が発明の質と見なされる前
方引用件数に及ぼす影響を分析すると同時に、その発明を保有する企業の価値に対する影
響をも分析し、各々に対して正の影響を及ぼすことを示した。本稿でも発明の技術的汎用
性を示す変数として、４桁のIPCサブクラス数が考えられる。しかし、サンプルのIPCサ
ブクラス数を調査すると､どの特許も２～3個程度のIPCサプクラス数に限定されており、
ばらつきがないため、指標として用いるのは困難である。そこで、後方引用特許のIPCサ
プクラス数ならびに前方引用特許のＩＰＣサブクラス数を発明の技術的な汎用性の指標と
した。すなわち、後方引用特許のIPC数が多い発明ほど、様々な技術分野から発展した発
明だと考えられ、前方引用特許のIPC数が多い発明ほど、様々な技術分野から引用されて
いるため、他の技術分野への応用範囲が広い発明だと考えられる。仮説３より、発明の技
術的重要性を示す変数の符号が正であるとき､期待される符号条件は負であり､逆の場合、
期待される符号は正である。
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■技術分野内のＲ＆Ｄ競争
(a）特許集中度(M1"cﾉizJL1）
技術分野内のＲ＆Ｄ競争の測度として、請求項数ベースの特許集中度(特許ＨＨＩ)、すな
わち、特許ＨＨＩ＝２(各IPC技術分野の特許出願における企業別の出願請求項数の各年時
における出願請求項数全体に占めるシェア)2を利用した｡請求項数ベースの特許ＨＨＩが高
いほど、技術分野内のＲ＆Ｄ競争が緩やかである。仮説４より、期待される符号条件は負
である。
(b）超過成長率(dioAUzL`）
技術分野内のＲ＆Ｄ競争を示すいま１つの指標として、請求項数ベースの超過成長率を
準備した｡他の技術分野と比較して､出願特許の請求項数の伸び率が大きい技術分野ほど、
R&D競争が激しいことを示す。仮説４より、期待される符号条件は正である。
(c）後方引用ラグの中央値(bcjtﾉﾋZ雛`)、後方引用ラグの加速度（bcjﾋﾟﾉUWzcqW）
富澤(1998)は、CHIResearchの特許データのうち、IbchnologyCycleTimMTCnを利
用し、日本企業260社のＴＣＴと１９９０年～1995年の前方引用件数との関係を検証してい
る。富澤(1998)は、ＴＣＴを「引用対象の公表時点から引用時点までの経過年数の中央値」
と定義し、審査報告書における引用について、引用対象が「古いか／新しいか」を示す量
であり、技術進展の速度に関連している指標であると指摘する。Nagaoka(2004)も同様な
指標を利用しており、ＴＣＴをＲ＆Ｄ活動の速度としている。
本稿では、このＴＣＴと類似する指標の算出を試みた。ただし、ＴＣＴとは異なり、ＩＰＣ
サブクラス分類の同技術分野内の後方引用に限定し、技術分野内の後方引用ラグの中央値
を算出し、それを技術分野内のＲ＆Ｄ速度とした１５゜この中央値が小さいほどＲ＆Ｄ速度
が速いと捉え、そのような技術分野内では激しいＲ＆Ｄ競争が繰り広げられていると考え
られる。また、ダイナミックなＲ＆Ｄ速度を捉えるため、出願年時点における後方引用ラ
グの中央値から登録年における後方引用ラグの中央値を減算したものをＲ＆Ｄ加速度とし
て捉え、推計で用いた。前者の期待される符号条件は仮説４より負であり、後者の期待さ
れる符号条件は正である。
(3)コントロール変数
(a）売上高変動係数Ocyjl）
企業が直面するリスクが大きいほど、特許の利用が抑制されるといった効果が考えられ
るため、前期までの売上高変動係数（＝売上高の標準偏差／売上高の平均値）を利用し、
この影響をコントロールした。
(b）企業ダミー・技術分野ダミー・出願年ダミー
西村(2005)によれば、産業・企業規模によって、意思決定の対象となる特許件数が異な
る。また、産業別、技術分野別、出願年別に、特許の利用方法、技術機会・事業機会、特
許性向及び不確実性が異なる。したがって、企業ダミー、技術分野ダミー、出願年ダミー
といった３種類のダミー変数でその差をコントロールした。
１５富澤(1998)やNagaoka(20Ｍと異なり、同技術分野内の後方引用に限定したのは、富濯(1998)や
Nagaoka(2004)は企業のＲ＆Ｄ速度を分析対象としていたのに対し、本稿では、技術分野内のＲ＆Ｄ速度
を分析対象としているためである。
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詳細な変数の定義および符号条件は付表１に、記述統計量は付表２に掲載した。
4．推計結果
表１は推計結果を示した。累積請求項数(ccﾉ､,７．、超過成長率(cﾉ,oﾉﾋzz)、売上高変動係数
bCv)ならびにダミー変数を除く変数に関して、対数をとって推計を行った’６．
本稿における推計方法は、最尤法によるロジツト回帰であるため、最小二乗法による線
形回帰のような決定係数は存在しない｡しかし､それに代わる指標として対数尤度があり、
それにもとづいて算出されたのが擬似決定係数(PseudoR2)である。これを見ると、全て
の推計式において擬似決定係数は低いものの、主要な説明変数は被説明変数に対して有意
な影響を及ぼしている。そこで各変数の有意性を検討する。
第１に、企業規模を示す従業員数(e”)は、正で統計的に有意であった(1％有意水準)。つ
まり、企業規模は特許取得と特許利用に対して促進する効果を及ぼすが、後者の効果以上
に前者の促進効果が働き、未利用開放特許を増加させることが明らかとなった。従業員数
の弾性値は説明変数の中では最も大きく、5.5～6.3となった。すなわち、従業員数が１％
増加すると、未利用開放特許になる確率は5.5％～6.3％増大する１７．
次に、当該特許を事業化するのに必要な補完的資産と企業の現有資産との技術的適合性
の観点から検討する。第１に、当該特許と企業が過去に事業化した特許ボートフオリオと
の技術的距離(‘！鋤は、仮説において予想された符号条件と一致して、正で統計的に有意で
あった(1％有意水準)。すなわち、特許に必要な補完的資産と、企業の現有資産が技術的に
適合しないほど、当該特許は未利用開放特許となりやすいことが明らかとなった。
第２に、当該特許に必要な補完的資産と企業の現有資産との技術的適合性を示す測度で
ある当該特許の発明者数(j､ﾉﾋﾟ"mかを検討すると、仮説において予想された符号条件と一致
して負で統計的に有意となった（1％有意水準)。つまり、発明者数が多い特許は末利用開
放特許となりにくいことが明らかとなった。ただし、前節で言及したように、発明者数が
多い特許の発明はより高度化された技術の可能性が高く、発明の質が高いことを示す可能
性がある。十分な検討が必要である。
第３に、企業の現有資産との技術的適合性を示す累積請求項数(ccAzj"ns)を検討すると、
仮説において予想された符号条件と一致して負で統計的に有意となった(1％有意水準)。つ
まり、累積請求項数が多い技術分野に所属する特許は、企業の現有資産との技術的適合性
の観点から未利用開放特許となりにくいことが明らかとなった。
’６ただし、産業間前方引用件数(ime,ril)、自社前方引用件数(scjl)、産業内前方引用件数(mmzcij)、独創性
(Orjgf,､ﾉｶﾞ(y)、汎用性(g"e､ﾉily)、後方引用のIPO数(back,,やc)、前方引用のIPC数(/b,M､,Ymipc)、特許集
中度(ＳＩＩ"cﾉi")､後方引用ラグ(bcilhz8)について､サンプルを消失しないように１を足した後､対数をとった。
後方引用ラグの加速度(bciJノロgと`JCC)について､サンプルを消失しないように１０を足した後､対数をとった。
他の変数とは異なり、後方引用ラグの加速度(bcitlZJ8-acc)に１０年を加算した理由は、(1)付表２にあるよ
うにサンプルの後方引用ラグの加速度(bcirAJg-dzcc)の最小値が－８年なので､９年以上加算しないと対数が
とれないこと､(2)1963年から２００１年までの米国登録特許全体の後方引用ラグの平均値は約１１年である
こと、(3)日本企業が米国特許として出願する場合、本国特許出願からパリ条約経由で優先権主張するこ
とが多いため１年間ロスを伴うこと、したがって、(2)および(3)の理由から後方引用ラグの加速度
(ＤＣ"A3g-qcc)が－１０年から１０年の範囲内に入ることが予想されること、といった諸点をふまえたためで
ある。
'７ロジヅト回帰では、対数をとった変数の係数の大きさは弾性値を示す。
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続いて、発明の質について検討する。全体として、発明の技術的重要性が高く、技術的
汎用性が乏しい特許が未利用開放特許となる結果を得た。第１に、発明の技術的重要性を
示す前方引用件数(cjz)は、正で統計的な有意な結果を得た(10％有意水準)。すなわち、後願
特許から多数引用されている特許ほど、未利用開放特許となっていることが明らかとなっ
た。ただし、これは後で言及するように、自社引用件数の影響が強かったためだと考えら
れる。発明の技術的重要性を検証するのに前方引用件数(cjDを検討するだけでは不十分な
ため、前方引用件数(ciz)を産業間前方引用件数(j"Zerc⑪、自社弓Ｉ用件数(scjO、産業内前方引
用件数(j"‘racjDに分け推計した。(2)式や(6)式から、産業間・産業内前方引用件数と被説明
変数との間に、統計的にそれほど有意な関係がない。他方で、(2)式～(4)式、(6)式～(8)式
において、自社目|用件数bciDの係数が正で統計的に有意である。したがって、自社弓|用が
多数ある発明の特許は末利用開放特許となる傾向にあることが明らかとなった。そして、
この結果は先述の総前方弓|用件数(cjDの符号が正で有意であったことに自社引用件数(Sc"）
が大きな影響を及ぼしたことを示唆する。また、発明の技術的重要性を示す独創性
(orjgjlm"(y)を検討すると､その係数は負で統計的に有意であった(1％有意水準)｡すなわち、
独創性に富んでいる発明ほど、その特許は利用されることが明らかとなった。これは前方
引用件数の結果と逆の結果となっている。
次に、発明の質を構成する要素のうち、技術的汎用性を示す当該特許の請求項数(Ｃｌ`zjmJ
について検討すると、どの推計式においても１％有意水準かつ負で統計的に有意となった。
すなわち、請求項数を多く有し、技術的な応用範囲が広範囲にわたる発明ほど、その特許
は利用特許となることが明らかとなった。技術的汎用性を示す特許の汎用性(ge"e､"'ﾘ)に
ついて検討すると、(2)式、(3)式、(6)式、(7)式において、その係数は負でかつ１％有意水
準で統計的有意となった。つまり、技術的な応用範囲が狭く、特定の技術分野に特化した
特許ほど、未利用開放特許となっている。特許の汎用性と類似する測度で、技術的汎用性
を示す後方引用のIPC数(ｂａｃｋ,z中c)ならびに前方引用のIPC数(/brwn,ZZ"jpc)についてみると、
(2)式、(4)式、(6)式、(8)式において、前者の係数は、負で統計的に有意であった(1％有意
水準)。一方で、後者の係数は、後方引用のＩＰＣ数と比較して統計的な有意性は低いもの
の、負である。つまり、後方引用ならびに前方引用のIPC数が多い発明は他の技術分野へ
の応用範囲が広いため、そのような特許は未利用開放特許とならない。
さらに、技術分野内のＲ＆Ｄ競争について検討する。第１に、技術分野内のＲ＆Ｄ競争
を示す特許集中度(31,皿｡i皿)は推計に含めたどの式においても符号条件は一致したが、統計
的に有意な結果を得られなかった。推計で利用した特許集中度は、世界各国の企業が保有
する米国登録特許データにもとづいて算出されている。したがって、推計で用いた特許集
中度は、世界の企業とＲ＆Ｄ競争状態にない日本企業にとって、適切な指標でない可能性
もある。更なる検討を要する。
Jbuma/ｏｆｌｍｏ胆IlbnManagemenWb､３ －７４－ 
Hosei University Repository
米国未利用開放特許の実証分析
表１ 推計結果
｛ 
**＊１％有意水準。
・・・
・・》’四
(注）括弧内は標準誤差。＊１０％有意水準、＊*５％有意水準、
(出所）筆者作成。
また、仮説４を検証するために用意した超過成長率(cﾉｶoAuz)を検討すると、その係数は期
待された符号条件とは異なり負で、統計的に有意な結果が得られなかった。つまり、超過
成長率の観点から検討すると、技術分野内のＲ＆Ｄ競争と末利用開放特許との間に、統計
的に有意な関係がないことを示唆する。次に、Ｒ＆Ｄ速度の観点からＲ＆Ｄ競争を捉えた後
方引用ラグ(bcjzﾉ`z8)とその加速度(bc"ﾉﾋｪg=α“)を検討すると、前者の係数は期待された符号
条件と一致するものの統計的に有意ではなかった。一方で、後者の係数は符号条件と一致
し、正で統計的に有意であった。つまり、特許出願後、取得に至る(設定登録)まで、企業
を取り巻くＲ＆Ｄ競争の状況が予想以上に加速度的に変化し、同技術分野内の発明の特許
が未利用開放特許となっていることが明らかとなった。
私ノベーシュン･マデヒジメントIVO､３-７５－ 
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 
ln(emp） 5.553**＊１ 5.563**＊ 5.551**＊ 5.581**＊ 6.323**＊１ 6.343**＊ 3.339**＊ ).361**＊ 
[0.877］１ [0.877］１ [0.877 [0.876］１ [0.863］１ [0.863］ 0.863］ 0.863］ 
1,(｡is） 1.322**＊ Ｌ187**＊ 1.138**＊ 1.436**＊ Ｌ360**＊ 1.222**＊ 1.174**＊ Ｌ471**＊ 
[0.247］１ [0.249］ [0.250］１ [0.244］’ [0.247］’ [0.248］ 0.249］ 0.244］ 
１，(mvento｢） -0.322**＊ -0.333**＊ -0.330**＊ -0.330**＊ -0.325**＊ -0.336**＊ -0.333**＊ -0.332**＊ 
[0.038］１ [0.038 [0.038 [0.038］１ [0.038 [0.038］ 0.038］ 0.038］ 
cclaims -0.001**＊ -0.001**＊ -0.001**＊ -0.001**＊ -0.001**＊ -0.001**＊ -0.001**＊ -0.001**＊ 
[0.000 [0.000］Ｉ [0.000 [0.000］１ [0.000 [0.000： -0.000 、､０００］
1,(Cit） 0.251＊ 0.262＊ 
[0.134］ [0.134： 
1,(inte 0.091 0.093 
[0.081］ [0.080］ 
1,(ｓ 0.339**＊１ 0.366**＊１ 0.331**＊ 0.341**＊ ).367**＊ 〕､334**＊
[0.111 [0.109 [0.116 [0.110］ 0.109 0.116］ 
1,(intr 0.072 0.072 
[0.051 [0.051］ 
1,(originality） -0.360**＊ -0.272**＊ -0.360**＊ -0.273**＊ 
[0.099 [0.102 [0.099 ､､102： 
l､(c]aims） -0.105**＊ -0.105**＊ -ｑｌＯ４**＊ -0.109**＊ -0.106**＊ -0.106**＊ -0.105**＊ -0.110**＊ 
[0.027］’ [0.028］１ [0.027］ [0.028］’ [0.027］’ [0.028］ 0.027］ [0.028］ 
l､(Reneralitv） -0.589**＊ -0.474**＊ -0.589**＊ -0.474 IR＊＊ 
[0.112］１ [0.104］ [0.112］ 0.104 
1,(backnipc） -0.127**＊ -0.132**＊ -0.128**＊ -0.133**＊ 
[0.036 [0.036］ [0.036］ 0.036 
１，(fb｢wardnipc） -0.126＊ -0.006 -0.132＊ -0.006 
[0.077］ [0029］ [0.077］ 0.029 
1,(shuchu） 0.391 0.334 0.4 0.363 
[0.899］ [0.894］ [0.898］ [0.893］ 
choka -0.199 －０．２５１ －０．１９１ -0.242 
[0.232］ [0.234］ [0.231］ -0.234］ 
ln(bcitla幻 -0.192 -0.205 
[0.132 [0.131］ 
1,(bcitlalLacc） 0.911**＊ 0.859**＊ 0.921**＊ 0.910**＊ 0.855**＊ 0.920**＊ 
[0.306］１ [0.305］’ [0.306］ [0.306］ [0.305］ [0.306］ 
SＣＶ -4.363**＊ -4.388**＊ -4.445**＊ -4.390**＊ 
[0.992 [0.992 [0.992 [0.991 
支術分野ダミー YＥ 『。 ＹＥ 「こ』 ＹＥ 『■』 ＹＥ 「。 YＥＳ YＥＳ ＹＥＳ ＹＥＳ 
ｈ願年ダミー YES ＹＥ 『ご』 ＹＥ 『、〕 ＹＥＳ YES ＹＥＳ YES ＹＥＳ 
企業ダミー ＹＥＳ ＹＥＳ ＹＥＳ YES YＥＳ YES YES ＹＥＳ 
Constant -63.806**＊ -66.184**＊ -65.701**＊ -66.726**＊ -73.855**＊ -76.268**＊ -76.253**＊ -76.581**＊ 
[9.608］１ [9.586］Ｉ [9.620 [9.593］１ [9.400］１ [9.428］ 9.428］ 9.419］ 
Observations 56294 56294 ５ ;294 56294 56294 56294 56294 56294 
LoglikeIihood -9564.503 -9543.726 -9548.193 -9558.203 -9571.992 -9551.356 -9555.903 -9565.84 
PseudoR2 0.11 0.112 0.112 0．１１１ 0.109 0．１１１ 0．１１１ 0.11 
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5.結論
本稿では、日本企業１３社が米国特許庁に出願・設定登録した特許のうち、未利用開放
特許に分析の焦点をあて、どのような要因によって未利用開放特許が発生するのかを検証
した。主要な結論は以下の通りである。
第１に、企業規模が大きい企業ほど、未利用開放特許が発生する傾向が高い。これは、
企業規模は特許取得と特許利用を促進する効果を生み出すが、後者の効果以上に前者の促
進効果が働き、末利用開放特許を増加させるためである。
第２に、事業化に必要な補完的資産が企業の現有資産と技術的に適合しない特許ほど、
末利用開放特許となる傾向が高い。
第３に、技術的汎用'住が乏しいが、技術的に重要な特許ほど、未利用開放特許となる傾
向が高い。この分析結果は、特許データを利用した研究開発研究に重要な示唆を与える。
なぜなら、従来のように、発明の質を技術的重要性といった観点のみで吟味すると研究開
発の成果を過小評価もしくは過大評価する可能性が存在する。したがって、技術的汎用性
といった観点からも分析し、吟味する必要がある。
第４に､Ｒ＆Ｄ競争(後方引用ラグの加速度で評価)の高まりが未利用特許となる可能性を
高める。これは、特許取得時点におけるＲ＆Ｄ競争の程度が、研究開発開始時点における
R&D競争に関する、企業による予測と大きく乖離したためである。
第５に、日本企業が保有する米国特許に関してなされた本稿の考察と同様の考察を日本
企業が保有する国内特許についても得られることが示唆される。本稿では日本企業が保有
する米国特許に焦点をおいたが、分析対象とした米国特許は同一のパテントファミリーに
属する国内特許と同一(equivalent)である。そのため、日本企業が保有する国内特許につ
いて、本稿と同様の分析を行えば、同じような帰結が得られるはずである。
最後に、今後の研究課題に言及する。パテントファミリーの定義によって、末利用開放
特許のデータが変化する。そのため、本稿で用いたesp@cenetのような厳密な定義の下に
あるデータを利用するだけでは不十分である。本稿の分析結果に加え、パテントファミリ
ーの緩やかな定義を利用し、分析結果の頑健性を確認する必要がある。今後の課題とした
い。
Jbumalof〃mov曰1ionManagemenflVDB －７６－ 
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6.付表 付表１変数の定義と符号条件
｜正請求（ 
(出所）筆者作成。
イソパーショLン･ﾏｦﾋｼﾞﾒﾝﾉＷＶ０．３－７７－ 
被脱明変数･決定要因．．
ントロール変数 変数名 符号条件 定縫 データソース
被脱明変数 未利用開放特許(､｣nｹ'､リノ）
1982年～1997年の未利用開放特肝｡未利用閲
放特0千=l､利用特許=0. Esp､cenetおよびNBERデータ
企業の規模 従業者数(GmpJC`） 正／負 各年次の従業者数。 日経NEEDS
企業の現有資産との技術
的適合性
技術的距離
(“』!） 正
jaHb(1986)にもとづいて､当鱗特許の国際特許
分類主(IPC)から自社の出願特許ポートフォリオ
(直近10年間)までの技術的距離を算出｡技術分
野は国際特眸分類(IPC)ｻﾌﾟｸﾗｽ｡未利用開放
特肝を除く｡０W求項数ベース。
NBERデータ
企業の現有資産との技術
的適合性
発明者数
(血画［〃41） 負 当麟特肝の発明者数。 NBERデータ
企業の現有資産との技術
的適合性
同技術分野の
求項数
』『）
負
企業が特許出願した同技術分野の累積ＷＩ求項
数(直近10年間)｡技術分野は国際特杵分類
OPC)サプクラス｡未利用開放特許を除く｡鯖求
項数ベース.
NBERデータ
発明の質 前方引用件数(c'Ｔｌ,） 正／負
2002年時点までの引用情報をもとにした､当該
特許が後顧特肝から引用された総件数.ただ
し､出願年別技術分野別OPCサプクラス分類)の
前方引用件数の中央値でデフレートした鰹
NBERデータ
発明の質
産業間前方引
用件数
(｣i7鱈'℃ＩＴＩ(,〕
正／負
2002年時点までの引用情報をもとにした､当該
特貯が異なる産業に格付けされた後顧特許から
引用された件勲ただし､出願年Bﾘ技術分野別
(IPCサプクラス分翻の前方引用件数の中央値
でデフレートした値｡商業格付けは､ＨｕⅡetal．
(2001〕にもとづいた。
NBERデータ
発明の質 自社前方引件数(s℃jr4,）
用 正／負
2002年時点までの引用情報をもとにした､当該
特杵が同じ特許楢者の後顧特餅から引用された
件数｡ただし､出願年別技術分野BI1(IPCサプク
ラス分剰の前方引用件数の中央値でデフレート
した値。
NBERデータ
発明の質
産業内前方引
用件数
(mfmcjrj,） 
正／負
2002年時点までの引用情報をもとにした､当該
特WFが同一壷業の後顧特lMFから引用された件
数｡ただし､出願年別技術分野別(IPCサプクラス
分類)の前方引用件数の中央値でデブレートした
値｡産業格付けは､HaIletaI.(2001)にもとづい
た。
NBERデータ
発明の質 独倉Ⅱ性(a1hJi7dijIryA,） 正／負
HaⅡetaI.(2001)にもとづき、１－技術分野別
(IPCサプクラス分銅の後方引用件数のHHIを算
出＠ 
NBERデータ
発明の質 正／負 当鮫特許の鞘求項数。 NBERデータ
発明の質 肱y｣【） 正／負
HaⅡｅｔａＬ(2001)にもとづき、１－技術分野別
(IPCサプクラス分類>の前方引用件数のHHIを算
出｡ 
NBERデータ
発明の質 後方ｉ数(ぬ
IPC 
4,） 正／負
当麟特併が引用した特併のIPC数OPCサプクラ
ス分類)。 NBERデータ
発明の質
（ 
正／負 当腋特許を引用した特許のIPC数(IPCサプクラス分類)。 NBERデータ
技術分野内のR&D競争 特許集中度(幼udbu4,`） 負
技術分野別(IPCサプクラス分野､登録特肝のHHI
(謂求項数ベース)。ただし､出願年によるばらつ
きを平地化するため､直近3年の平均値。
NBERデータ
技術分野内のR&D競争 超過成長率(cboA籾灯,ｨ） 正
当咳技術分野における特眸出願舗求項数の平
均伸び率一全技術分野における特許出願舗求
項数の伸び率｡出願年によるばらつきを平準化
するため､直近3年の単純平均値を利用｡IPCは
サプクラス分類。
NBERデータ
技術分野内のR&D競争
ラグの
負
同一技術分野内の後方引用に限定し､その引
用ラグ(後顧特肝の出願年一当咳特許の出願年）
の中間値｡]PCはサプクラス分類。
NBERデータ
技術分野内のR&D競争
後方引用ラグの
加速度
(bcjMa＆ac℃ jIoJ 
正
同一技術分野内の後方引用に限定し､出願年
時点の引用ラグと登録年時点の引用ラグとの差
分｡IPCはサプクラス分類。
NBERデータ
コントロール変数 売上高変動係数(３Ｗ｣,）
直近10年間の前期売上高変動係数(直近10年
間の売上高の前期標池偏差／直近10年間の完
上高の前期平均値)。
日経NEEDS
コントロール変数 技術分野ダミー 汗分類(IPC)セクション分類。 NBERデータ
コントロール変数 出願年ダミー 1982年を基廻年として､1982年～97年までの出顧年のダミー密数会 NBERデータ
コントロール変数 企業ダミー サンプルが13企業なので、１２企業のダミー変数｡ NBERデータ
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